
地域の活性化を支える日弁連の取組について

地域における司法アクセスの確保

地域を支える法的サービスの維持・拡充

〇地域を支える法的サービスを提供するためには、地方の法曹人材の確保が不可欠
○政府の地方創生総合戦略にも「地方における法曹人材の確保」が明記

○地方部のGDPが半分程度を占めており、我が国全体にとって地方部の経済成長が重要である一方、地方部では人口減少
が急速に進んでおり、消費の減少を通じて地域経済全体の縮小につながることが懸念されている

○「地域未来戦略」を推進し、地方が持つ伸び代をいかすことで、国民の暮らしと安全を守り、地方に活力を取り戻す
〇３つの政策目標：「強い経済」「豊かな生活環境」「選ばれる地方」

地方創生に関する総合戦略（２025年12月23日閣議決定）

法的サービスの拡充や司法アクセスの確保への取組を通じて地域の活性化に貢献します

弁護士過疎
・偏在解消

裁判所支部
の充実

刑事司法への
アクセス充実

中小企業支援 地方自治体連携
学校・子ども

支援

生活困窮者・
外国人・
被災者支援

高齢者・障害者
支援

海外進出支援

〇地域の中小企業、地方自治体、教育機関、支援を必要としている住民の法的ニーズへの対応
〇全国どこに住んでいても、必要な法的支援を受けられる体制の整備・拡充

地方で活躍する
法曹の魅力発信
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日弁連の取組

中小企業支援
・全国の事業者への法律相談に対応（受付は常時）
・事業承継や事業再生の支援

海外進出支援 ・中小企業の海外進出サポート、海外との取引サポート

地方自治体連携 ・地方自治体に対する弁護士派遣、研修の実施、条例制定等の支援、弁護士職員の採用促進

学校・子ども支援
・スクールロイヤー制度の構築・整備にかかる活動、いじめの重大事態の調査にかかる第三者委員会への弁護士委
員派遣

・子どもの人権に関する専門相談窓口の設置、居場所を失った子どもたちのための活動（子どもシェルター等）

高齢者・障害者支援
・高齢者・障害者に関する法律（専門）相談を全国各地において実施
・成年後見制度における専門職後見人としての活動

生活困窮者
・外国人・
被災者支援

・生活困窮者向けの相談会の実施（関係機関と連携したワンストップ相談を含む)
・外国人向けの法律相談体制の整備（一元的相談窓口との連携）
・被災者向け無料法律相談の実施

弁護士過疎・偏在解消
・弁護士ゼロ支部なし（１９９３年当時は弁護士ゼロ支部５０か所）
・ひまわり基金法律事務所２９か所（累計１２５か所）、法律相談センター約２９０か所設置

地方で活躍する
法曹の魅力発信

・地方で弁護士として働くことの魅力発信（修習生・学生向けバスツアーやエクスターンシップの実施等）
・地方への移住・開業を検討する弁護士向けの各種支援

刑事司法への
アクセス充実

・当番弁護士制度、刑事被疑者弁護援助制度を自主的に運営（被疑者国選制度に結実）
・国選弁護報酬等では賄われない費用等を独自に援助

裁判所支部の充実
・裁判所支部の統廃合等による国民の司法アクセス縮小の問題への対応
・裁判官・家裁調査官非常駐の家裁支部の解消に向けた活動、弁護士任官の推進

地域社会・経済を支えるための日弁連の取組に御支援・御協力をお願いいたします！
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■・・・ひまわり基金法律事務所
▲・・・法律相談センター
▲・・・過疎地型法律相談センター

■紋別、根室、留萌、岩内、稚内、
オロロン、浦河、流氷の町、本別、
オホーツク枝幸
▲札幌、旭川、釧路、函館、帯広、
おたる、北見、新さっぽろ
▲中空知、南空知、むろらん、
苫小牧、ひだか、しりべし、八雲、
ななえ駒ケ岳、松前、福島、
ひやま北部、寿都、黒松内、根室、
網走

▲天神、北九州、久留米、飯塚、
行橋、折尾、二日市、古賀、
六本松
▲いとしま、大牟田、柳川、
八女、豊前、田川

▲大分、中津
▲津久見、由布、
杵築・国東・
速見、竹田・豊
後、佐伯、日田、
豊後高田、玖珠

▲宮崎、
日向・入郷地区
▲日南地区、
小林えびの西諸
地区

▲鹿児島、霧島、
薩摩川内
▲奄美

▲佐賀
▲唐津

■対馬、壱岐、飛鸞
▲長崎、佐世保

▲熊本
▲天草、県南・八代、
阿蘇、人吉・球磨、
山鹿・菊池、荒尾・
玉名、益城

▲那覇、沖縄
▲名護

■遠野、釜石
▲盛岡、北上・花巻
▲山田町、大槌町

■横手
▲秋田
▲湯沢、大仙 ▲仙台

▲登米、県南、気仙沼、古川、
石巻

■新庄
▲山形、米沢
▲鶴岡、新庄、酒田

▲福島、郡山、会津若松、
いわき、相馬、白河

■糸魚川、村上
▲新潟、三条、長岡、上越、
両津、佐和田
▲村上、五泉、鹿瀬、三川

▲水戸、土浦、下妻
▲鹿嶋

▲千葉、船橋、松戸、成田、
袖ヶ浦、市川・浦安
▲茂原、野田、館山、鴨川、
銚子、東金、八日市場、佐原

▲霞が関、八王子、池袋東武、
池袋西武（休止中）、四谷、
池袋、渋谷、錦糸町、立川、
北千住、蒲田、新宿、町田
▲小笠原、大島、三宅島

▲川越、さいたま、熊谷、越谷
▲秩父

▲宇都宮、足利、大田原、
栃木、小山

▲前橋、太田、高崎、伊勢崎、
館林
▲吾妻（休止中）、桐生、
利根・沼田

▲関内、相模原、小田原、
横須賀、川崎、横浜駅東口、
海老名、横浜駅西口

▲甲府
▲東部、富士五湖

■木曽
▲長野、松本、大町、佐久、
上田、飯田、伊那

▲岐阜、大垣、
多治見（休止中）、
岐阜駅前
▲八幡、中津川、
みのかも、高山

■下田
▲静岡、沼津、
浜松

▲名古屋、岡崎、
半田、豊橋、犬山、
一宮、津島・海部、
三の丸、豊田、
新城、西尾・幡豆

■小浜
▲福井
▲嶺南、丹南

■熊野
▲津、
四日市、
松阪
▲名張、
伊勢

▲中南和

■紀中
▲和歌山、和歌山
（夜間）
▲紀北、御坊・日
高、串本、紀南

▲山口、岩国、周南、
下関、宇部
▲長門、萩

■隠岐
▲益田、松江
▲大田、浜田、島前

▲高松
▲小豆島

■高梁
▲岡山、 岡山（夜間・
日曜）、倉敷
▲東備、高梁、井笠、
新見、勝英、津山、真庭

■安芸、中村
▲高知
▲佐川、室戸、幡多

▲徳島
▲三好、海部郡

▲松山

▲神戸、西播磨、阪神、明石
▲北播磨、山崎、南たじま

▲大阪、岸和田、
なんば、堺、谷町

▲大津

■輪島
▲金沢
▲珠洲・能登町、小松、
七尾、輪島

▲京都、京都駅前、
京田辺、木津
▲園部、舞鶴、
大宮、宮津、
与謝野、福知山、
綾部

▲富山、高岡
▲魚津

▲福山、呉、ひろしま、
尾道
▲ひがし広島

▲鳥取、米子
▲倉吉

※巡回型法律相談センターを除く。

２０２６年５月８日時点 日弁連調べ

※青森県は、青森県弁護士会が2014年
に箱モノの法律相談センターを廃止し、
相談担当弁護士の事務所で法律相談を
行う事務所待機制に移行したため、法
律相談センターが設置されていない。
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中小企業
支援

• 全国の事業者から相談受付（「ひまわりほっとダイヤル」で常時相談を受け付けている
ほか、一斉相談会なども実施）

• 事業承継支援（事業承継・引継ぎ支援センター等と連携し各地で事業承継支援を行う弁
護士を確保しつつ対応）

• 事業再生支援（シンポジウム等を通じて弁護士による支援の重要性を周知）
• 全国の中小企業関連団体等との意見交換（全国各地を回るキャラバンを定期的に実施）
• 地域の中小企業等に対する伴走支援の方針を採択

海外進出
支援

• 国際法務の経験豊富な弁護士による法律相談（国際業務支援弁護士紹介制度）
• 企業の海外展開に伴う国際商事・投資仲裁ＡＤＲの活用支援

地方自治体
連携

• 地方自治体と連携可能な法的サービスに関する各種情報提供（弁護士会による「お品書
き」の提供や窓口紹介）

• 弁護士の包括外部監査人就任、弁護士による条例制定支援、公金債権回収業務に関する
支援、内部統制制度の整備に関する支援等

• 自治体、福祉団体等と弁護士会の連携に向けたモデル事業実施、意見交換会の開催等
• 地方自治体における弁護士職員採用推進のための「ひまわり求人求職ナビ」（求人サイ

ト）の運営、採用説明会の開催

学校・子ども
支援

• スクールロイヤー制度の構築・整備にかかる活動やいじめの重大事態の調査にかかる第
三者委員会への推薦委員派遣ガイドラインの策定、弁護士委員の専門性を確保するため
の経験交流会の実施等

• 子どもの人権に関する専門相談窓口の設置や居場所を失った子どもたちのための活動
（子どもシェルター等）、無戸籍に関する相談窓口の設置等

• 法律援助事業（子ども）の実施（法テラス委託援助業務）

高齢者・
障害者支援

• ２０１１年から各弁護士会が対応すべき標準的な事業（ひまわりあんしん事業）を策定
各地の弁護士会に実施の要請と支援を実施→各地の活動の充実（同事業の拡充）

• 「高齢者・障がい者権利擁護の集い」の開催（各地におけるネットワーク構築の促進）
• ホームロイヤーに関するブロック協議会の開催・広報活動の実施
• 全国一斉障害年金無料法律相談（電話相談）の実施・障害年金に関する問題への取組
• 精神保健当番弁護士制度（出張相談）の全国普及に向けた取組
• 法律援助事業（高齢者・障害者・精神障害者）の実施（法テラス委託援助業務）

生活困窮者
・外国人・
被災者支援

【生活困窮者】
• 自殺予防週間における全国一斉「暮らしとこころの相談会」の実施（年２回）
• 生活困窮者向けの全国一斉ホットライン（電話相談）の実施
• 法律援助事業（生活困窮者）の実施（法テラス委託援助業務）
【外国人】
• 外国人向けの法律相談体制の整備（一元的相談窓口との連携）
• 法律援助事業（外国人・難民）の実施（法テラス委託援助業務）
【被災者】
• 被災地での被災者向け無料法律相談の実施に関し、弁護士会・弁護士会連合会と連携
• 大規模災害（東日本大震災、熊本地震、能登半島地震等）の各対策本部の設置
• 弁護士会・弁護士会連合会と連携し、被災者向け無料法律相談（電話相談）の実施、相

談情報の集計・分析

弁護士過疎
・偏在解消

• 弁護士ゼロ支部なし（１９９３年当時は弁護士ゼロ支部５０か所）
• ひまわり基金法律事務所の設置・運営（累計１２５か所、現在２９か所）
• 弁護士会による法律相談センターの設置・運営（約２９０か所）
• 過疎地で独立開業する弁護士への経済的支援
• 過疎地に赴任する弁護士（法テラススタッフ弁護士含む）の養成

地方で活躍する
法曹の魅力発信

• 地方で弁護士として働くことの魅力発信（修習生・学生向けバスツアーやエクスターン
シップの実施等）

• 地方への移住・開業を検討する弁護士向けの各種支援（各地の弁護士との懇談会の実施
や見学旅費の補助等）

刑事司法への
アクセス充実

• 当番弁護士制度、刑事被疑者弁護援助制度を自主的に運営（被疑者国選制度に結実）
• 国選弁護報酬、国選付添人報酬では賄われない費用等を独自に援助
• オンライン接見の実現に向けた活動

裁判所支部
の充実

• 地域司法の充実や、裁判所支部・出張所の統廃合・裁判官非常駐化の進展を防ぐための
各地の情報収集、全国の弁護士会担当者との定期的な交流・協議

• 裁判所予算の増加・裁判官の増員・弁護士任官の推進、裁判官・検察官ゼロ支部の早期
解消を求めるパンフレットの作成・配布等
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